
 

 

 

 

 

建設リサイクル法と 
 

解体工事業の登録の申請マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建設業法の土木工事業、建築工事業、解体工事業の許可を有す

る場合はこの登録は不要です。  
 
 ※令和元年６月１日以降については、それまでとび・土工工事

業の建設業許可を受けて、解体工事業を営んでいた建設業者は、

この登録または建設業の許可が必要になります。  

 

 

 
押印を求める手続きの見直しのための国土交通省関係省令の一

部を改正する省令により、令和３年１月１日以降の申請について

は、押印する必要がなくなりました。  
詳しくはP.9をご確認ください。  

 

 

 

 

 

 

令和７年１１月改訂 

 

 

滋賀県土木交通部監理課 

 

 



 

 

建築物等の解体工事の施工には建設業許可か 

解体工事業登録が必要です 

 

 

 

 

  下記の建設業許可の 

           いずれかを…    
  ○土木工事業 

   ○建築工事業 

   ○解体工事業 

持っている 

現在お持ちの許可で 

         軽微な解体工事および

それぞれの業種に属す

る解体工事が行えます

。（登録不要） 

 

 

持っていない 

 

 

 

工事１件の請負金額が５００

万円以上の解体工事を… 

 請け負う 

         建設業の許可が 

          必要となります 

 

 

請け負わない 

 

 

 

  解体工事業の登録が必要となります 

 

※）令和元年６月１日以降については、それまでとび・土工工事業の建設業許可を受

けて、解体工事業を営んでいた建設業者は、この登録または建設業の許可が必要にな

ります。 

 

 

解体工事業の登録についてのお問い合わせは… 

滋賀県土木交通部監理課 建設業係 

℡  ０７７－５２８－４１１４ 
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Ⅰ 建設リサイクル法について 

 

 

 １ 建設リサイクル法の目的 

 

 建設リサイクル法は、コンクリート、コンクリートおよび鉄からなる建設資材

（鉄筋コンクリート等）、アスファルト・コンクリート、木材の４品目を特定建

設資材と指定し、これらについて分別解体および再資源化を義務づけた法律です。

再生資源を十分に活用するとともに廃棄物の量を減じることによって、資源の有

効な活用と廃棄物の適正な処理を確保することを目的としています。 

 このため、従来建設業の許可が不要であった一件の請負工事金額が５００万円

未満の軽微な工事を行う者も、解体工事を行う場合には、解体工事業を営むもの

として、登録を受けなければなりません。 

 

 

 ２ 解体工事等とは 

 

  建設リサイクル法における主な用語の定義は以下のとおりです。 

 

  （１）「建設業」とは、建設工事を請け負う営業（その請け負った建設工事を他

の者に請け負わせて営むものを含む。）をいう。 

   （２）「解体工事業」とは、建設業のうち建築物等を除却するための解体工事を

請け負う営業（その請け負った解体工事業を他の者に請け負わせて営むも

のを含む。）をいう。 

   （３）「解体工事業者」とは、本法第二十一条第一項の登録を受けて解体工事業

を営む者をいう。（解体工事業を営もうとする者は、その業を行おうとす

る区域を管轄する都道府県知事の登録を受けなければならない。）   
 

 

 ３ 解体工事業の登録制度 

 

  建設業の許可のうち、土木工事業、建築工事業又は解体工事業（注１）の許可を

受けた者は、この登録は不要です。  
建設業の許可は、一件の金額が５００万円以上(建築一式工事は※に掲げる軽微  

な建設工事に該当しない工事)の建設工事を請け負う場合は必要です。  
解体工事業を行う場合は、建設業の許可（土木工事業、建築工事業、解体工事業）

を受けるか、解体工事業の登録を受けるかのいずれかが必要です。  
解体工事業の登録を受けるためには、技術上の管理をつかさどる技術管理者を選  

任し、解体工事業を行う区域を管轄する都道府県知事ごとに登録を受けなければな  
りません。  

※①工事 1 件の請負代金が１，５００万円に満たない工事  
または、  
②延べ面積が１５０㎡に満たない木造住宅工事  
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（注１） 令和元年６月１日以降については、それまでとび・土工工事業の建設業許

可を受けて、解体工事業を営んでいた建設業者は、この登録または建設業

の許可が必要になります。  
 

表－１ 登録申請書の記載事項 

商号・名称または氏名 

住所 

営業所の名称および所在地 

法人である場合、その役員※の氏名  

未成年である場合には、法定代理人（法定代理人が法人である場

合においては、その商号または名称および住所ならびにその役員
※の氏名）の氏名および住所  

選任した技術管理者の氏名 

 

※ここでいう役員とは業務を執行する社員、取締役またはこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有

するものと認められる者を含む  
 

 ４ 解体工事業の登録と建設業の許可との関係 

 

  解体工事は建設工事の一つなので、５００万円以上の建築物等の解体工事を請負

う場合は建設業の許可を受けなくてはなりません。（解体工事業の登録ではありま

せん） 

 

  「解体工事業の登録」 

  ① 解体工事業の登録は、解体工事を営もうとする（解体工事を施工する）区域

を管轄する都道府県知事に対して申請します。 

  ② 解体工事業の登録を受ける際には、営業所の数に関係なく、少なくとも 1 名

の技術管理者を選任しなければなりません。（実際に解体工事の技術上の管理

をつかさどる可能性がある者をすべて登録してください。） 

    ③ 解体工事業の登録は、登録を受けた都道府県内に限って施工が可能です。 

 

   「建設業の許可」 

    ① 建設業の許可は、建設工事の施工場所に関係なく、営業所の所在地によって

許可行政庁が決まります。 

    ② 建設業の許可を受ける際には、営業所ごとに専任の技術者を置く必要があり

ます。 

    ③ 建設業の許可は、全国での施工が可能です。 

 

  ※ 解体工事業の登録を受けた者が、そのあとで建設業の許可を受けた場合はそ

の旨を、登録をうけた都道府県知事に通知しなければなりません。 
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 ５ 登録を受けるための要件 

 

  解体工事業の登録を受けるに当たっては、表－２に示す事項に該当していないこ

とが必要です。また、登録申請書類等に虚偽の記載があったり、重要な事実の記載

がなかったりしたときは、登録を受けられません。（法第２４条第１項） 

 
表－２ 登録を受けられない条件（登録を拒否される事由） 

１．解体工事業の登録を取り消された日から、２年を経過していない者 

２．解体工事業の登録を取り消された法人において、その処分日の前30日以

内に役員※１であり、かつその処分日から２年を経過していない者 

３．解体工事業の業務停止を命ぜられ、その停止期間が経過していない者 

４．建設リサイクル法に違反して罰金以上の刑罰を受け、その執行が終わっ

てから２年を経過していない者 

５．暴力団員または暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者※２

（以下暴力団員等） 

６．解体工事業者が未成年で、法定代理人（法定代理人が法人である場合

においては、その商号または名称および住所ならびにその役員※１の氏

名）を立てている場合、法定代理人が上記１～５のいずれかに該当すると

き  
７．解体工事業者が法人の場合、その役員※１の中に、上記１～５のいずれ

かに該当する者がいるとき  

８．法第31条に規定する者（技術管理者）を選定していない者 

９．暴力団員等がその事業活動を支配する者  

 

※１）ここでいう役員とは、業務を執行する社員、取締役またはこれらに準ずる者を

いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し

業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む  
 
※２）ここでいう暴力団員等とは、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第二

条第六号に規定する暴力団員をさす  
 

  技術管理者とは、解体工事現場における施工の技術上の管理を司る者をいいます。 

  技術管理者になるためには、解体工事業の実務経験や資格等（要件はＰ１９参照）

を有する必要があります。（省令第７条） 

  解体工事業の登録後、解体工事を請け負って施工する場合には、技術管理者に解

体工事に従事する他の作業員を監督させなければなりません。 
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 ６ 登録の有効期間 

 

  解体工事業の登録の有効期間は５年です。５年ごとに登録を更新しないと、登録

は失効します。登録を更新するには、現に受けている登録の有効期限が満了する日

３０日前までに登録の更新の申請をしなければなりません。 

 

  登録の更新がされたとき、更新後の登録の有効期間は、現に受けている登録の有

効期間の満了日の翌日から起算して５年となります。（満了日からではありません） 

 

＜ 例 ＞  

 現在の登録の有効期限５年間  ３０日前←   →更新後の登録の有効期間  

 登録日の翌日(H30.5.1)より有効     

登録日            更新期限  有効期限 有効期限満了の翌日 

H30.4.30                     R5.3.31   R5.4.30   R5.5.1                        

   たとえば、登録日が平成３０年４月３０日であった場合の登録の有効期間は、平

成３０年５月１日から令和５年４月３０日までとなり、この登録を更新する場合、

令和５年３月３１日までに更新の申請を行う必要があります。更新後の登録は令和

５年５月１日から令和１０年４月３０日までが有効期間となります。 

 

 ７ 解体工事業者が掲げる標識 

 

  解体工事業者は、営業所および解体工事現場のすべてにおいて、標識（Ｐ２７・

２８参照）を見えやすい場所に掲示しなければなりません。 

 （法第３３条・省令第８号第１項） 

 

 

 ８ 解体工事業者が備える帳簿 

 

  解体工事業者は請け負った解体工事について１件ごとに帳簿を作成し（Ｐ２９・

３０参照）、これを営業所に備え置かなければなりません。帳簿には、解体工事の

請負契約書あるいはその写しを添付する必要があります。（法第３４条、省令第９

条） 

  帳簿は、事業年度の最終日に閉鎖し、その後５年間保存しなければなりません。 

 

 

 ９ 登録事項の変更の届出 

 

  解体工事業の登録事項に変更があった場合は、変更があった日から３０日以内に、

変更の内容を都道府県知事に届け出なければなりません。（法第２５条）  
 
  登録事項の変更の届出は、変更届出書とともに変更事項に応じた添付書類（Ｐ11

参照）を提出します。（省令第６条）  
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10 解体工事業の廃業の届出 

 

  解体工事業の登録を受けた後、廃業や廃止をした場合は、その旨を都道府県知事 

 に届け出なければなりません。（法第２７条第１項） 

 

表－３ 解体工事業が廃業等となる場合とその届出を行う者 

個人の解体工事業者が死亡した場合 解体工事業者の相続人 

法人の解体工事業者が合併して消滅した場合 
消滅した解体工事業者を代表する役員※  

 

法人の解体工事業者が破産により解散した場合 破産管財人 

法人の解体工事業者が合併・破産以外の理由に

より解散した場合 
清算人 

登録を受けていた都道府県内で解体工事業を廃

止した場合 

解体工事業者であった個人 

解体工事業者であった法人を代表する役員※  
 

 

※ここでいう役員とは業務を執行する社員、取締役またはこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を

執行する社員、取締役、執行役員又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す

るものと認められる者を含む  
 

【解体工事業者が死亡した場合】 
この場合、相続人が解体工事業の営業を継続して行おうとするときは、相続人は新たに解
体工事業者の登録を受けなければなりません。 

 

 11 登録の取消等 

 

  解体工事業者は、一定の事由に該当した場合は登録を受けている都道府県知事に

よって、登録が取り消されるか、または６ヶ月以内の期間で事業の一部あるいは全

部の停止を命じられることがあります。（法第３５条第１項） 

 

表－４ 登録の取消し等が行われる場合 

不正の手段により、解体工事業者の登録を受けた場合 

解体工事業者の登録を取り消された法人にあって、その処分の日から３０日以内に

その法人の役員※１であった者で、処分のあった日から２年を経過していない場合 

建設リサイクル法に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行が終わってから、

または執行を受けなくなった日から２年を経過していない場合 

解体工事業者が未成年の場合の法定代理人（法定代理人が法人である場合におい

ては、その商号または名称および住所ならびにその役員※の氏名）が、表－２の

１～４のいずれかに該当することとなった場合 

解体工事業者が法人の場合の役員※１が、表－２の１～５のいずれかに該当するこ

ととなった場合 
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暴力団員等※２でなくなった日から五年を経過しない者  

暴力団員等※２がその事業活動を支配する場合  

技術管理者を選任していない場合 

表－１に示す登録事項の変更を届け出なかった場合、または虚偽の届け出を行った

場合 

 

※１）ここでいう役員、法定代理人とは、業務を執行する社員、取締役またはこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上

の支配力を有するものと認められる者を含む  
 
※２）ここでいう暴力団員等とは、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第二

条第六号に規定する暴力団員をさす 

 

 12 登録の抹消 

 

  解体工事業は、一定の事由に該当し、登録が効力を失うか、登録を取り消される

と、登録を受けている都道府県知事によって、登録が抹消されます。（法第２８条） 
 
  なお、解体工事業者が、建設業法の土木工事業、建築工事業、解体工事業のいず

れかの許可を取得した場合は、知事にその旨を届け出なければなりません。（省令

第１条）  
 

 

 

表－５ 登録が抹消される場合 

都道府県知事によって、解体工事業者の登録が取り消された場合 

解体工事業者の登録の更新を行わずに、登録期間の５年を経過した場合 

建設業法に定める業種のうち、土木工事業、建築工事業、解体工事業のいずれ

かの建設業許可を取得した場合 

解体工事業者が廃業の届出を行った場合 

 

 
 
 
 13 罰則 

 

  解体工事業の登録に関し、建設リサイクル法に違反した場合、罰則が科せられま

す。（法第４８条・第５０条・第５１条・第５３条） 

 

表－６ 解体工事業の登録に関する罰則 
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１．登録を受けないで解体工事業を営業した場合 
１年以下の拘禁

刑 

または 

５０万円以下の

罰金 

２．不正の手段によって解体工事業の登録を受けた場合 

３．不正の手段によって解体工事業の登録を更新した場合 

４．事業の停止命令に違反して解体工事業を営業した場合 

５．登録事項の変更の届出をしなかった場合 ３０万円以下の

罰金 ６．登録事項の変更の際、虚偽の届出をした場合 

７．取消し等で、解体工事業の登録の効力を失ったとき、施工中の解

体工事の発注者（注文者）に、その旨を通知しなかった場合 ２０万円以下の

罰金 
８．技術管理者を選任しなかった場合 

９．解体工事業の廃業の届出をしなかった場合 

１０万円以下の

過料 
10．標識を掲示しなかった場合 

11．帳簿の不備、記載漏れ、虚偽の記載、または保存しなかった場合 
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Ⅱ 登録を受けるための手続き 

 

 

 １ 登録申請用紙の入手方法 

滋賀県ホームページ（下記 URL または「滋賀県 解体工事業 登録申請書」で

検索）に掲載の他、滋賀県庁土木交通部監理課建設業係（県庁新館５Ｆ）で申請

用紙の交付をしております。  
 

滋賀県ホームページ 登録申請用紙掲載ページ 

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/kensetsu/103950.html 

 

２ 登録の手数料と納付方法 

 
・新規の場合・・・３１，０００円  

 

・更新の場合・・・２５，０００円  
 

 

登録手数料の納付には滋賀県収入証紙（令和８年３月３１日申請分まで）の他、

キャッシュレス決済等の方法がございますが申請方法によりご利用いただける納

付方法が異なります。各申請方法の欄をご確認ください。 

 

 ３ 申請方法 

  ≪書類を、窓口に持ち込みされる場合≫ 

  ・場 所 滋賀県庁土木交通部監理課建設業係 

        
・受付日時 月・水・金曜日（休日・閉庁日は除く） 

        午前９：００～１２：００ 午後１：００～４：００  
   

  ・提 出 物 申請書二部（正・副） 

  

 ・納付方法 滋賀県収入証紙／キャッシュレス決済 

 

 

≪書類を郵送される場合≫ 

・送 付 先 〒５２０－８５７７ 滋賀県大津市京町４－１－１ 

        滋賀県庁監理課建設業係 

 
・提 出 物 申請書二部（正・副）／滋賀県収入証紙  
      ※簡易書留またはレターパックでお送りください。  
 
・納付方法 滋賀県収入証紙のみ  

    
 ≪電子申請をされる場合≫※令和７年４月１日以降 

  ・ 滋 賀 県 ホ ー ム ペ ー ジ よ り 申 請 可  ※ 詳 し く は 末 尾 の 案 内 を 参 照      
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４ 登録申請の受理後 

 

    ・受理した申請書の内容の審査を経て、副本とともに登録通知書を郵送します。 

   なお、内容審査には概ね２週間程度要します。 

     （申請代行者宛への送付には申請者からの委任状が必要です。）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 
 
 申請および問い合わせ先 

 

   〒５２０－８５７７ 滋賀県大津市京町４－１－１ 

   滋賀県土木交通部監理課建設業係 

   ℡ ０７７－５２８－４１１４ 

 

  

 
申請書類の押印の見直しについて（令和３年１月より） 
 

押印を求める手続きの見直しのための国土交通省関係省令の一部を改正する省令に

より、令和３年１月１日付けで、解体工事業登録に関する法定様式につきましては、

すべて押印する必要がなくなりました。  
これらに伴い、本県を申請（届出）先とする手続きの取扱いは下記のとおりとしま

すので、ご留意いただきますようお願いいたします。  
 

・行政書士による代理申請（届出）を行う際の申請書（届出書）への職印の押印は

必要とします。（※行政書士法の規定による。）  
・押印いただいた様式につきましても対応致しますので、そのまま提出して差し支

えありません。  
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Ⅲ 登録申請書と添付書類一覧 

 

 

 様式番号 書類の種類 備   考 

登録申請書 第１号 解体工事業登録申請書 
県収入証紙を貼付する。 

消印はしない。 

添付書類 

第２号 誓約書 
申請者が未成年者の場合、

法定代理人の記入も必要。 

第３号 技術管理者の実務経験証明書 
従事した解体工事について

１年につき１件以上記入。 

 

(必要に応じて)技術管理者の合

格証明書・卒業証明書・講習修

了書(いずれも写し) 

添付する書類はＰ１８参照 

 

第４号 
登録申請者の調書  

(法人の場合は役員全員分) 

法人申請の場合、本人とし

ての法人の調書も必要。 

 
登録申請者の登記簿謄本およ

び役員全員分の住民票の抄本 

登録申請者が法人の場合 

(住民票は本籍地記載不要) 

 登録申請者の住民票の抄本 
登録申請者が個人の場合 

(住民票は本籍地記載不要) 

 技術管理者の住民票の抄本 住民票は本籍地記載不要 

 

※ 更新申請も、最初の登録を受けたときと同様の手続（書類）が必要となります。 
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Ⅳ 登録事項の変更の届出 

 

 

 解体工事業の登録の有効期限は５年間です。この間に、登録事項に変更があった場

合は、変更があった日から３０日以内に、変更の内容を都道府県知事に届け出なけれ

ばなりません（法第２５条第１項。）登録事項の変更の届出は、変更届出書とともに

変更する事項に応じた添付書類を提出します（省令第６条。） 

 

変更する登録事項と必要な添付書類 

 

  各種変更に共通する様式第６号とは「解体工事業登録事項変更届出書」のことです。 

   変更の種類    届出書類・添付書類等 

① 商号または名称の 

変更 

・様式第６号 

・商業登記簿謄本（法人のみ） 

②営業所の名称・所在

地の変更 

・様式第６号 

・商業登記簿謄本（法人のみ） 

・住民票の抄本（個人事業主のみ） 

＜登記されていない場合や住民票に変更がない場合＞ 

・営業所の所有形態を示す書類（賃貸借契約書の写など） 

・営業所の写真（内観・外観） 

③営業所の新設   同上 

④営業所の廃止 ・様式第６号 

⑤役員の変更  
（法人のみ） 

・様式第６号 

・様式第２号（誓約書） 

・様式第４号（調書） 

・商業登記簿謄本（就退任日が記載されているもの） 

・役員の住民票の抄本(新しく役員に就任した者の分のみ) 
⑥個人事業主の氏名の

変更 

・様式第６号 

・様式第２号（誓約書） 

・様式第４号（調書） 

・住民票の抄本 

・戸籍抄本の提示 

⑦技術管理者の変更 ・様式第６号 

・技術管理者の住民票の抄本 

・技術管理者の要件を示す書類(下記のうち該当するもの) 
・様式第３号（実務経験証明書） 

・資格免状（合格証明書・免許証など）の写し 

・卒業証明書 

・講習修了書の写し 

⑧廃業等の場合 ・県様式第1号 
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Ⅴ  登録申請の記入上の注意（記入例）  
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別記様式第１号（第３条関係）                                   
（Ａ４）   

  
 
          解体工事業登録申請書  

 

 
登録の種類  

 
新規・更新  

 ※登 録 番 号   

 ※登録年月日              年  月  日  

        この申請書により、解体工事業の登録の申請をします。  
                         令和３年 １月 １日  
 
 
                                    申請者    株式会社 甲乙解体 
  代表取締役 琵琶 太郎    
             
    滋賀県知事       殿 

   フリガナ  
 商号、名称又は氏名  

               コウオツカイタイ  

株式会社   甲乙解体  

 
 
    住  所  

 郵便番号（520－8577）         電話番号（077）528－4114 
 
  大津市京町４丁目１番１号                 
  

法人である場合の  
   フリガナ  
  代表者の氏名  

         ビ  ワ   タ  ロ ウ  

         琵 琶  太 郎  

法人である場合の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれに準ずる者をいい、相談役、顧問

及び総株主の議決権の100分の5以上を有する株主又は出資の総額の100分の5以上に相当する出資をしてい

る者（個人であるものに限る。）を含む。）の氏名及び役名等 

   フリガナ  
   氏  名    役名等（常勤・非常勤）     フリガナ  

   氏  名  役名等（常勤・非常勤）  

   
ﾋﾞ ﾜ   ﾀ ﾛ ｳ 
琵 琶 太 郎  

 
ﾋﾞ ﾜ  ｼﾞ ﾛ ｳ 
琵 琶 次 郎  

 
ｵ ｳ ﾐ  ﾊ ﾅ ｺ 
近 江 花 子  

 

代表取締役（常勤）  

 

取 締 役（常勤）  

 

取 締 役（非常勤）  

  

 申請時において既に受けている登録  
 

  

表
面 

証紙はり付け欄  
（消印してはなら

ない。）  
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                                                          （Ａ４）   

 法第３１条に規定する者（技術管理者）の氏名  ｵｵﾂ ｲﾁﾛｳ 
大津 一郎  

              営業所の名称及び所在地  

フリガナ  
名   称  

所  在  地  
郵 便 番 号  
電 話 番 号  

ホ ン シ ャ  

本   社  

 
  滋賀県大津市京町四丁目１－１  
  郵便番号（５２０－８５７７）  
  電話番号 ０７７－（５２８）－４１１４ 

 

 
未成年者 

である場  
合の法定 

代理人の 

氏名及び 

住所 

法定代理

人が個人

である場

合 

フリガナ 

 氏  名   

住  所  
  郵便番号（  －    ）  
 
                    電話番号（  ）    －  

法定代理

人が法人

である場

合  

フリガナ 

氏 名 
  

住 所  
 郵便番号（  －    ）  
 
                    電話番号（  ）    －  

役員の氏名   役名等（常勤・非常勤） 

  

              他の都道府県知事の登録状況  

      登 録 番 号              登 録 番 号  

  

  備 考  
  １ ※印のある欄には、記入しないこと。 

    ２ 「新規・更新」  については不要なものを消すこと。 

  ３ 総株主の議決権の 100 分の 5 以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の 5 以上に相

当する出資をしている者については、「役名等」の欄には「株主等」と記載すること

とする。 
    ４「営業所の名称及び所在地」の欄には、登録を受けようとする都道府県の営業所だけ

でなくすべての営業所について記載すること。  
 
 
 
 
 

裏
面 
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１. 解体工事業登録申請書（様式第１号）の記入要領 

 

（表面） 

① 「登録の種類」の欄では、「新規」の場合は「更新」を消し、「更新」の

場合は「新規」を消します。 

② 「※登録番号」および「※登録年月日」の欄は、行政庁記入欄ですので記

入してはいけません。 

③ 「申請者」の欄では、申請書を提出する年月日と申請者（法人の場合はそ

の代表者）の氏名を記入します。 

④ 「商号、名称又は氏名」の欄には、法人の場合は法人名、個人の場合は商

号及び本人の氏名を記入し、カタカナでふりがなを付けます。 

⑤ 「住所」の欄には、法人の場合は主たる営業所（本社、本店等）の所在地

を記入し、個人の場合は本人の住所を記入します。郵便番号と電話番号も併せ

て記入します。 

⑥ 「法人である場合の代表者の氏名」の欄には、法人の代表者の氏名を記入

し、カタカナでふりがなを付けます。個人の場合は、この欄の記入は不要で

す。 

⑦ 「法人である場合の役員の氏名及び役名」の欄には、該当する方の氏名を

記入し、カタカナでふりがなを付けます。個人の場合は、この欄は記入不要で

す。 

⑧ 「申請時において既に受けている登録」の欄には、更新申請をする場合

に、滋賀県で現に登録を受けている登録番号を記入します。したがって、新規

に申請する場合は、記入不要です。また他の都道府県で既に受けている許可番

号の記入も不要です。  

 

（裏面） 

⑨ 「法第３１条に規定する者（技術管理者）の氏名」の欄には、現場を担当

することになる者すべての氏名を記入し、カタカナでふりがなを付けます。技

術管理者が多数になる場合は、別紙に列記しても構いません。 

⑩ 「営業所の名称及び所在地」の欄には、すべての営業所（滋賀県以外に所

在する営業所も含む）について、名称・所在地・郵便番号・電話番号を記入し

てください。営業所の名称には、カタカナでふりがなを付けます。 

⑪ 「未成年者である場合の法定代理人の氏名及び住所」の欄には、法定代理

人の氏名と住所を記入します。氏名には、カタカナでふりがなを付け、住所に

は郵便番号と電話番号も併せて記入します。 

⑫ 「他の都道府県知事の登録状況」の欄には、登録申請時に滋賀県以外で既

に解体工事業の登録を受けている場合に、その登録番号を記入します。他の都

道府県で登録を受けていない場合は、記入不要です。 
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別記様式第２号（第４条関係） 

（Ａ４） 

 

 

 

 

誓  約  書 

 

 

 

登録申請者及びその役員並びに法定代理人及び法定代理人の役員は、 
 
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第２４条第１項各号に 
 
該当しないものであることを誓約します。 

 

 

 

                      令和３年 １月 １日 

 

 

 

                       株式会社 甲乙解体 

              申 請 者   代表取締役  琵琶 太郎  

 

 

 

 

 

 

 

 滋賀県 知事       殿 
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２. 誓約書（様式第２号）の記入要領 

 

① 年月日の欄には、申請書を提出する年月日を記入します。 

② 申請者の欄には、個人の場合は本人の氏名を、法人の場合はその法人名と

代表者名を併記します。 

③ 申請者が解体工事業に関し、成年と同一の能力を有しない未成年者である

場合は、申請者の下欄に法定代理人の氏名を記入します。 
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別記様式第３号（第４条関係）                         （Ａ４） 

 

実 務 経 験 証 明 書 

令和３年１月１日 

 

   下記の者は、解体工事に関し、下記の通り実務経験を有することに相違ないことを証明します。 

 

                          株式会社 甲乙解体  
 

                     証明者  代表取締役  琵琶 太郎   

 

技術管理者

の氏名  大 津 一 郎 生年月日 昭和35年2月29日 

 

使用され

た期間 

 

      
昭和６３年 ４月 から 

 

平成１３年 ４月 まで 
使用者の 

商号または 

名称 

株式会社 甲乙解体 

職  名 実務経験の内容 実務経験年数 

工事主任 ◎◎邸解体工事（木造建築物の解体） その他１０件 平成 5年 1月から平成 5年12月 まで 

 △△ビル解体工事（ＳＲＣ構造物解体工事） その他５件 平成 6年 1月から平成 6年12月 まで  

 □□工場解体工事（鉄骨構造物解体工事） その他６件 平成 7年 1月から平成 7年12月 まで 

工事係長 ○○ビル解体工事（ＳＲＣ構造物解体工事） その他３件 平成 8年 1月から平成 8年12月 まで 

 ◎○邸解体工事（木造建築物解体工事） その他６件 平成 9年 1月から平成 9年12月 まで 

 ○△邸解体工事（鉄筋コンクリート造家屋解体工事） その他８件 平成 1０年 1月から平成 1０年12月まで 

工事課長 ××工場解体工事（鉄骨構造物解体工事） その他１４件 平成 11年 1月から平成 11年12月まで 

 ○×邸解体工事（木造建築物解体工事） その他１０件 平成 12年 1月から平成 12年12月まで 

  平成   年  月から平成   年  月まで 

  平成   年  月から平成   年  月まで 

使用者の証

明を得るこ

とができな

い場合 

その理由 

 合計 満 ８ 年 １ 月 

証明者と被証

明者との関係 
社員 

    記載要領 

    １  この証明書は、被証明者１人について、証明者別に作成すること。 

２  「実務経験の内容」の欄には、従事した主な工事名、解体した建築物等の構造等を具体的に記載す

ること。 
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３. 実務経験証明書（様式第３号）の記入要領  
 
① 技術管理者となるためには、下表に示す実務経験や資格等を有することが必要に

なります（省令第７条）。この証明書は、実務経験により下表の基準（技術管理者

の要件）を満たす場合（学科卒業の場合および国土交通大臣が実施する講習又は国

土交通大臣の登録を受けた講習を受講したことにより要件を満たす場合も含む）に

添付します。国家資格等により要件を満たす場合は、添付する必要はありません。  
 
＜技術管理者の要件＞  
(1)実務経験者  

実務経験年数  
解体工事業登録  

通常  講習会受講者(注2) 

大学・高専で一定の学科(注1)を修めて卒業したもの  ２年  １年  

高校で一定の学科(注1)を修めて卒業したもの  ４年  ３年  

上記以外  ８年  ７年  

 
(2)有資格者  

資格・試験名  種  別  

建設業法による技術検定  

一級建設機械施工管理技士  

二級建設機械施工管理技士(｢第一種｣､｢第二種｣) 

一級土木施工管理技士  

二級土木施工管理技士(土木) 

一級建築施工管理技士  

二級建築施工管理技士(｢建築｣､｢躯体｣) 

技術士法による第二次試験  技術士(｢建設部門｣) 

建築士法による建築士  
一級建築士  

二級建築士  

職業能力開発促進法による技能検定  

一級とび・とび工  

二級とび  ＋  解体工事経験１年  

二級とび工  ＋  解体工事経験１年  

国土交通大臣の登録を受けた試験  登録試験合格者(注3) 

 (注 1) 一定の学科とは、土木工学(農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑地または造園に関する学科を含む。)、
建築学、都市工学、衛生工学、または交通工学に関する学科。 

(注 2)講習については、国土交通大臣の登録を受けた登録講習実施機関､（（公社）全国解体工事業団体連合会）が行い

ます。（H28.4 現在） 
(注 3)試験については、国土交通大臣の登録を受けた登録試験実施機関（（公社）全国解体工事業団体連合会）が行いま

す。（H28.4 現在） 
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② 「実務経験」とは、解体工事の施工を指揮、監督した経験および実際に解体工事

の施工に携わった経験をいいます。単なる雑務や事務の経験は、実務経験とはなり

ません。  
③ 「証明者」は、原則として実務経験を証明する期間の使用者です。実務経験の期

間によって使用者が異なる場合は、使用者ごとに証明書を作成します。使用者の証

明が得られないときには、「使用者の証明を得ることができない場合」の欄にその

理由を記入し、使用者以外の者（例えば当時の上司）の証明とします。また、個人

事業の場合で、使用者（事業主）が被証明者と同一人である場合は、自己証明とし

て構いません。  
④ 「技術管理者の氏名」「生年月日」の欄には、証明を得ようとする技術管理者の

氏名と生年月日を記入します。  
⑤ 「使用者の商号又は名称」の欄には、証明を得ようとする技術管理者が実務の経

験を得たときに使用されていた者の商号または名称を記入します。  
⑥ 「使用された期間」の欄には、「使用者の商号又は名称」の欄に記載した使用者

に雇用されていた期間を記入します。  
⑦ 「職名」の欄には、「実務経験の内容」に記載した解体工事に関する実務経験を

有したときの職名を記入します。具体的には、「工事主任」、「○○係長」等とし

ます。  
⑧ 「実務経験の内容」の欄には、「職名」の欄に記入した職に従事した期間内にお

いて、携わった実務の経験を具体的に記入します。実務経験年数は、月単位で計算

しますが、この欄には、少なくとも１年につき１件以上の工事名を記入し、その期

間の他の工事については、「他○○件」と記入します。  
⑨ 「実務経験年数」の欄には、「職名」の欄に記入した職に従事した期間内におい

て、解体工事に係る経験期間を記入します。これらの期間を合計した年数（計算方

法は月単位）を「合計」の欄に記入します。ただし、経験期間が重複するものがあ

る場合は、二重に計算しないでください。  
⑩ 「使用者の証明を得ることができない場合」とは、「使用者の商号又は名称」の

欄に記載された者と、「証明者」の欄に記載された者とが異なる場合を言います。

この場合、「その理由」の欄に「会社解散のため」「事業主死亡のため」等の具体

的な理由を記入します。  
⑪ 「証明者と被証明者との関係」の欄には、証明者から見た被証明者（技術管理

者）との関係を記入します。具体的には、「社員」、「従業員」等と記入します。 
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別記様式第４号（第４条関係）  
                                   （Ａ４）  
 ＊法人の場合の「法人の役員」の記入例 

 

                                 法 人 の 役 員 

登録申請者    本     人    の調書 

                       法 定 代 理 人 

                 法定代理人の役員 

 

 

現住所 

 

郵便番号（５２０－０８０７） 

  大津市松本一丁目２－１              電話番号（077）528‐4114  

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

ﾋﾞ  ﾜ   ｼﾞ ﾛ ｳ 

琵 琶 次 郎 

 

生年月日 

 

 

昭和４５年１月１日 

 

賞

罰 

 

年 月 日 賞罰の内容 

 
なし 

  

  上記のとおり相違ありません。 

 

     令和３年 １月 １日 

 

                       氏 名    琵 琶  次 郎   
 

 

  
 
備  考  
     法 人 の 役 員   

 １  本 人  つ い て は 、 不 要 な も の を 消 す こ と 。               
法 定 代 理 人 

      法定代理人の役員 

 
  ２ 総株主の議決権の 100 分の 5 以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の 5 以上に

相当する出資をしている者については、「賞罰」の欄への記載を要さない。  
  ３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

  ４ 「賞罰」の欄には、行政処分等についても、記載すること。  
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別記様式第４号（第４条関係）  
                                   （Ａ４）  
 ＊法人の場合の「本人」の記入例 

 

                                 法 人 の 役 員 

登録申請者    本     人    の調書 

                       法 定 代 理 人 

                 法定代理人の役員 

 

 

現住所 

 

郵便番号（５２０－０８０７） 

  大津市京町４丁目１番１号          電話番号（077）528‐4114  

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ      ｺｳｵﾂｶｲﾀｲ 

株式会社  甲乙解体 

 

生年月日 

 

 

 

 

賞

罰 

 

年 月 日 賞罰の内容 

 
なし 

  

  上記のとおり相違ありません。 

 

     令和３年 １月 １日                     株式会社 甲乙解体 

 

                      氏 名   代表取締役  琵琶 太郎  

 

 

  
 
備  考  
     法 人 の 役 員   

 １  本 人  つ い て は 、 不 要 な も の を 消 す こ と 。               
法 定 代 理 人 

      法定代理人の役員 

 
  ２ 総株主の議決権の 100 分の 5 以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の 5 以上に

相当する出資をしている者については、「賞罰」の欄への記載を要さない。  
  ３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

  ４ 「賞罰」の欄には、行政処分等についても、記載すること。  
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別記様式第４号（第４条関係）  
                                   （Ａ４）  
 ＊個人の場合の「本人」の記入例 

 

                                 法 人 の 役 員 

登録申請者    本     人    の調書 

                       法 定 代 理 人 

                 法定代理人の役員 

 

 

現住所 

 

郵便番号（５２２－００７１） 

  彦根市元町４丁目１番           電話番号（0749）27‐2241  

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

ﾋ  ｺ  ﾈ     ﾀ  ﾛ  ｳ 

彦 根  太 郎 

 

生年月日 

 

 

昭和37年10月22日 

 

賞

罰 

 

年 月 日 賞罰の内容 

 
なし 

  

  上記のとおり相違ありません。 

 

     令和３年 １月 １日                      
 

                          氏 名   彦根 太郎   

 

 

  
 
備  考  
     法 人 の 役 員   

 １  本 人  つ い て は 、 不 要 な も の を 消 す こ と 。               
法 定 代 理 人 

      法定代理人の役員 

 
  ２ 総株主の議決権の 100 分の 5 以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の 5 以上に

相当する出資をしている者については、「賞罰」の欄への記載を要さない。  
  ３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

  ４ 「賞罰」の欄には、行政処分等についても、記載すること。  
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４. 登録申請者の調書（様式第４号）の記入要領 

 

①   「登録申請者の調書」には、申請者が個人の場合は、申請者本人（法定

代理人を含む）の略歴を記入します。申請者が法人の場合は、「法人の役

員」の調書のほか、法人としての「本人」の調書を作成します。「法人の

役員」の調書は、解体工事業登録申請書の「役員の氏名及び役名」の欄に

記載した役員全員について作成します。 

② 「法人役員、本人、法定代理人」の欄については、登録申請者が法人であ

る場合の本人の場合は、「法人の役員」、「法定代理人」を消し、法人の役員

の場合では、「本人」、「法定代理人」を消します。登録申請者が個人である

場合には、「法人の役員」、「法定代理人」を消します。法定代理の場合に

は、「本人」と「法人の役員」を消します。 

②   「現住所」、「氏名」、「生年月日」の各欄には、その書面において記

載しようとする者について記入します。登録申請者が法人の場合の本人の

調書には、生年月日は記入しません。 

④ 「賞罰」の欄には、解体工事業等に関する行政処分、行政罰、その他賞罰

について記入します。該当する賞罰がない場合には、「なし」と記入します。 
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別記様式第６号（第６条関係） 

（Ａ４） 

 

解体工事業登録事項変更届出書 

この届出書により、次のとおり変更の届出をします。  
                              
                          令和３年 ２月 １日    

 

                   届出者   株式会社  甲乙解体  
     代表取締役 琵琶 太郎  

 

  滋賀県 知 事       殿 

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

           ｺ ｳ ｵ ﾂ ｶ ｲ ﾀ ｲ 

    株 式 会 社  甲 乙 解 体 

 

住  所 

 

郵便番号（520‐8577）            電話番号（077）528‐4114 

  滋賀県大津市京町四丁目１－１ 

法人である場合の 

フリガナ 

代表者の氏名 

           ﾋﾞ  ﾜ    ﾀ  ﾛ ｳ 

琵 琶 太 郎 

登録番号 ○○－△△△△ 

登録年月日 令和３年 １月 １日 

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 

 

 

役員の氏名 

 

 

技術管理者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

琵琶 次郎 

 

 

大津 一郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

琵琶 三郎 

 

 

大津 四郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年６月２０日 

 

 

令和元年６月２０日 
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５. 解体工事業登録事項変更届出書（様式第６号）の記入要領 

 

① 解体工事業者として登録を受けた後、登録申請時の事項に変更があった場

合には、変更があったときから３０日以内に、「解体工事業登録事項変更届出

書」を登録を受けた都道府県に提出しなければなりません。この変更届出書に

は、別表（P10 参照）のとおり、変更事項に応じた書面を添付しなければなり

ません。 

② 「商号、名称又は氏名」、「住所」、「法人である場合の代表者の氏

名」、「登録番号」、「登録年月日」の欄には、該当する事項を記入します。 

③ 「変更に係る事項」の欄には、変更があった事項を記入します。 

④ 「変更前」および「変更後」の欄には、変更に係る部分を対比させて記入

します。 

⑤ 「変更年月日」には、変更があった実際の日付を記入します。 
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別記様式第７号（第８条関係）  
 
 35センチメートル以上  

解 体 工 事 業 者 登 録 票  

 商号、名称又は氏

名  株式会社  甲乙解体 

法人である場合

の代表者の氏名  琵 琶 太 郎 

登録番号  ○○－△△△△ 

登録年月日  令和３年 １ 月 １４ 日  

技術管理者の氏

名  大 津 一 郎  

 
備 考  
 
 技術管理者の氏名は、解体工事の現場に掲げる場合にあっては、当該現場に置かれる技

術管理者の氏名とする。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２
５
セ
ン
チ
メ
□
ト
ル
以
上 
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６. 解体工事業者登録票（標識）（様式第７号）の記入要領 

 

① 解体工事業者登録票は、標識として解体工事業者の営業所および解体工事

現場のすべてに掲げなければなりません。    

② 解体工事業者登録票は、縦２５センチメートル以上、横３５センチメート

ル以上の大きさが必要です。（平成２３年１２月２７日変更） 

③ 「商号、名称又は氏名」、「住所」、「法人である場合の代表者の氏

名」、「登録番号」、「登録年月日」の欄には、該当する事項を記入します。 

④ 「技術管理者の氏名」の欄には、営業所に掲げる場合には、選任した技術

管理者のいずれかの氏名を記入し、解体工事現場に掲げる場合には、実際にそ

の解体工事現場の技術上の管理をつかさどる技術管理者を記入します。 
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別記様式第８号（第９条関係）  
（Ａ４）  

注文者の氏名又は名

称  株式会社 分別商事 

注文者の住所  

郵便番号（○○○－●●●●）  

  滋賀県大津市京町○○－○○  

            電話番号（077）○○○－△△△△  

施 工 場 所  滋賀県大津市比叡辻○○－○○  

着工年月日及び竣工

年月日  

自  令和 ３年  １月 ２０ 日  
 

        至     令和 ３年  ２月 ２０ 日  

工 事 請 負 金 
額  

○，○○○，○○○円  

当該工事に係る  
技術管理者の氏名  大 津  一 郎  
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７. 帳簿（様式第８号）の記入要領 

 

① 帳簿は、解体工事業の営業に関する事項を記入する書面で、解体工事１件

ごとに整備し、保存しなければなりません。 

② 「注文者の氏名又は名称」、「注文者の住所」の欄には、当該解体工事を

注文（発注）した者の氏名または名称、住所を記入します。 

③ 「施行場所」の欄には、当該解体工事の施工場所を記入します。 

④ 「着工年月日及び竣工年月日」の欄には、当該解体工事の着工年月日と竣

工年月日を記入します。 

⑤ 「工事請負代金」の欄には、当該解体工事の最終的な請負金額の値を記入

します。 

⑥ 「当該工事に係る技術管理者の氏名」の欄には、実際に当該解体工事業の

技術上の管理をつかさどった技術管理者の氏名を記入します。 
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Ⅵ 解体工事業登録申請様式集 

 

 

 

 

（これより後のページを２部コピーして、  

正本・副本としてお使いください。また必ず

片面ずつ印刷いただくようお願いします。） 
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別記様式第１号（第３条関係）                                   
（Ａ４）   

  
 
          解体工事業登録申請書  

 

 
登録の種類  

 
新規・更新  

 ※登 録 番 号   

 ※登録年月日              年  月  日  

        この申請書により、解体工事業の登録の申請をします。  
                           年  月  日  
 
 
                                    申請者     
      
             
    滋賀県知事       殿 

   フリガナ  
 商号、名称又は氏名  

                

 
 
    住  所  

 郵便番号（  －  ）        電話番号（  ）  －  
 
                    

法人である場合の  
   フリガナ  
  代表者の氏名  

          

          

法人である場合の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれに準ずる者をいい、相談役、顧問

及び総株主の議決権の100分の5以上を有する株主又は出資の総額の100分の5以上に相当する出資をしてい

る者（個人であるものに限る。）を含む。）の氏名及び役名等 

   フリガナ  
   氏  名  役名等（常勤・非常勤）     フリガナ  

   氏  名  役名等（常勤・非常勤）  

   
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

 申請時において既に受けている登録  
 

  

表
面 

証紙はり付け欄  
（消印してはなら

ない。）  
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                                                          （Ａ４）   

 法第３１条に規定する者（技術管理者）の氏名   

              営業所の名称及び所在地  

フリガナ  
名   称  

所  在  地  
郵 便 番 号  
電 話 番 号  

 
 
   

 
未成年者 

である場  
合の法定 

代理人の 

氏名及び 

住所 

法定代理

人が個人

である場

合 

フリガナ 

 氏  名   

住  所  
  郵便番号（  －    ）  
 
                    電話番号（  ）    －  

法定代理

人が法人

である場

合  

フリガナ 

氏 名 
  

住 所  
 郵便番号（  －    ）  
 
                    電話番号（  ）    －  

役員の氏名   役名等（常勤・非常勤） 

  

              他の都道府県知事の登録状況  

      登 録 番 号              登 録 番 号  

  

  備 考  
  １ ※印のある欄には、記入しないこと。 

    ２ 「新規・更新」  については不要なものを消すこと。 

  ３ 総株主の議決権の 100 分の 5 以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の 5 以上に相

当する出資をしている者については、「役名等」の欄には「株主等」と記載すること

とする。 
    ４「営業所の名称及び所在地」の欄には、登録を受けようとする都道府県の営業所だけ

でなくすべての営業所について記載すること。  
 
 
 

 

裏
面 
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別記様式第２号（第４条関係） 

（Ａ４） 

 

 

誓  約  書 

 

 

 

登録申請者及びその役員並びに法定代理人及び法定代理人の役員は、 
 
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第２４条第１項各号に 
 
該当しないものであることを誓約します。 

 

 

 

                          年  月  日 

 

 

 

                        

              申 請 者                 

 

 

 

 

 

 

 

 滋賀県 知事       殿 
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別記様式第３号（第４条関係）                         （Ａ４） 

 

実 務 経 験 証 明 書 

年 月 日 

 

   下記の者は、解体工事に関し、下記の通り実務経験を有することに相違ないことを証明します。 

 

                           
 

                     証明者                

 

技術管理者

の氏名   生年月日  

 

使用され

た期間 

 

      
    年  月 から 

 

    年  月 まで 
使用者の 

商号または 

名称 

 

職  名 実務経験の内容 実務経験年数 

  年    月  から  年   月まで  

  年   月  から  年   月まで  

  年   月  から  年   月まで 

  年   月  から  年   月まで 

  年   月  から  年   月まで 

  年   月  から  年   月まで 

  年   月  から  年   月まで 

  年   月  から  年   月まで 

  年   月  から  年   月まで 

  年   月  から  年   月まで 

使用者の証

明を得るこ

とができな

い場合 

その理由 

 合計 満    年    月 

証明者と被証

明者との関係 

 

    記載要領 

    １  この証明書は、被証明者１人について、証明者別に作成すること。 

２  「実務経験の内容」の欄には、従事した主な工事名、解体した建築物等の構造等を具体的に記載す

ること。 
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別記様式第４号（第４条関係）  
                                   （Ａ４）  
 

                                 法 人 の 役 員 

登録申請者    本     人    の調書 

                       法 定 代 理 人 

                 法定代理人の役員 

 

 

現住所 

 

郵便番号（     －     ） 

 

                        電話番号（  ）  ‐  

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

 

 

 

生年月日 

 

  

年  月  日 

 

賞

罰 

 

年 月 日 賞罰の内容 

 
 

  

  上記のとおり相違ありません。 

 

         年  月  日 

 

                       氏 名                

 

 

  
 
備  考  
     法 人 の 役 員   

 １  本 人  つ い て は 、 不 要 な も の を 消 す こ と 。               
法 定 代 理 人 

      法定代理人の役員 

 
  ２ 総株主の議決権の 100 分の 5 以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の 5 以上に

相当する出資をしている者については、「賞罰」の欄への記載を要さない。  
  ３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

  ４ 「賞罰」の欄には、行政処分等についても、記載すること。  
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別記様式第６号（第６条関係） 

（Ａ４） 

 

解体工事業登録事項変更届出書 

この届出書により、次のとおり変更の届出をします。  
                              
                              年  月  日    

 

                   届出者    
                 

 

  滋賀県 知 事       殿 

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

          

    

 

住  所 

 

郵便番号（   ‐  ）            電話番号（    ）    ‐ 

   

法人である場合の 

フリガナ 

代表者の氏名 

           

 

登録番号  

登録年月日 年   月   日 

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 
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県様式第１号 

 

 

解体工事業廃業等届出書 
この届出書により、次のとおり廃業等の届出をします。  

                              
                              年  月  日    

 

                 届出者   
                  住    所  
                  商号又は名称  

代  表   者                    
 

  滋賀県 知 事       殿 

解体工事業者であっ

た者の氏名又は名称 

          

    

 

登録番号 

 

滋賀県知事（解－  ） 第      号 

登録年月日 年    月    日 

廃業等の理由 

 

 

 

 

廃業等の年月日 年    月    日 

 


